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2024（令和 6）年 2月 

国立市これからの公共施設の在り方審議会 



答申に寄せて 

 

 「国立市これからの公共施設の在り方審議会」では、「国立市公共施設等総合管理計画」の

改訂案について、2023年 7月に永見市長より諮問を受け、6回にわたり議論を重ねてきました。 

「国立市公共施設等総合管理計画」（以下、総合管理計画）は、2017 年から 2066 年の 50

年という長期にわたる地域の変化を見据えた公共施設等の整備や維持管理に関する基本方針を

示す計画です。50 年というと、ちょうど国立市が市制施行により誕生した 1967 年から 2016 年

までとなります。その間の経済社会や地域の変化は大変大きなものであり、1967 年当時は予測も

つかなかった変化も多々あったことでしょう。国立市の総合管理計画には、建物の施設だけでなく、

道路や下水道、公園といったインフラも含まれます。いずれも長期にわたって地域の基本的な生活

や生産の基盤となる公共資産であり、長期にわたる計画が必須ですが、一方で、社会や地域の変

化や予測不可能な側面を踏まえて不断に見直しと更新を行うこととなっています。 

今回はその更新の一環として、総務省が2022年 4月 1日に発出した策定指針に基づく項目

の追加および見直しの他、2017 年の総合管理計画の策定から 6 年を経て、その間の取り組みと

公共施設等をとりまく環境の変化を踏まえた改訂であり、審議すべき内容から専門性等を考慮し

選任された新たな委員により審議を行ってきました。 

そこでこの 6 年間を振り返ってみますと、人口減少と高齢化が進むなか、気候変動の影響が顕

わになり、水害等の災害が激甚化する一方、脱炭素や再生エネルギー利用の取り組みが積極的に

推進されてきました。そして 2020 年に拡がった新型コロナウィルスによる感染症危機は社会全体

に大きなショックを与え、移動やコミュニケーション、公共サービスのあり方にも課題を突き付けまし

た。一方でコロナ禍は、生活や職場におけるデジタル化を後押しし、公共部門や自治体における

DX（デジタル・トランスフォーメーション）も進んできています。また、経済環境としては、長く続いたデ

フレから物価上昇に転じ、生活だけでなく施設の整備や維持管理費用にも影響が出てきています。

さまざまな現場で人材不足が問題となり、労働生産性を高めることが喫緊の課題になっています。

さらに、ジェンダーやコンプライアンス、働き方改革など、意識や行動の変容も進んできました。公共

施設に関しては、保全技術等の進歩で建物の長寿命化が進んでいます。国立市においては、令和

2 年に新たな公共施設として復原された旧国立駅舎や、令和 5 年 4 月にオープンしたくにたち未

来共創拠点「矢川プラス」など、総合管理計画で計画事業として示された施設整備も確実に進捗

しているところです。 

今回の改訂案の主眼は、これだけの大きな社会経済環境の変化を踏まえながら、今後の人口

減少や税収減といった課題があるなか、サービスを滞らせることなく、いかに公共施設を更新してい

くかという総合管理計画の内容を、より具体的に実現可能なものにしていくことにあります。国の指

針では、総合管理計画の改訂にあたり、目標を達成するための財政的な対応を具体的に示すこと

や、基本方針の見直しなどの必要性が示されています。 



これに対し本審議会では、大きく 3つの議論がなされました。第一に、人口や財政の見込みを更

新し、総コスト縮減や財源創出の目標設定を再検討するとともに、将来の財政負担シミュレーション

等で目標の実現につながる情報を追加しました。第二に、総合管理計画の基本方針は市の基本構

想と足並みを揃えるため維持する一方、基本方針を実現するための取り組みについて見直しを行

いました。第三に、総合管理計画の内容がより市民に伝わるように、情報の追加や表現の改善を行

いました。 

3 つのうち、第一の目標や財政面の情報の充実は、本改訂の目的に対する直接の回答といえる

でしょう。一方で、議論が白熱したのは第二の「基本方針を実現するための取組み」と第三の「市

民に伝わりやすい情報」でした。つまり、「人口減少や財政の観点から公共施設等の総量を減らし

ます」という目標が、「だから少し不便になっても仕方ない」で終わるのではなく、それ以上に「より

持続可能で活き活きと暮らせる地域になった」と伝わらなければならない、そのための「まちづくり

の基本方針」について、たくさんの意見が交わされました。 

国立市では今後多くの建物について、その在り方を踏まえ、建替えや複合化などを選択肢にい

れて検討することが必要となってきます。これについて、まちづくりの点では、公共施設整備を道路な

どのインフラやアクセス交通を含めて面として考えること、また施設の利用時間帯や運営を工夫して

地域の多様なニーズにこたえる場とすることなど、インフラや担い手との連携で、公共施設という場

の価値を高められることが挙げられました。また、そのためのマネジメントでは公民連携や DX を活

用し、コスト削減とサービスの向上を両立させること、財源不足に対して歳入の増加につながるアイ

ディアを実現させる必要性も挙げられました。そして、そのためには本改訂が「市民のための情報」

として役立つ必要があることが終始議論されました。施設の再編における規模や手法のイメージ、

防災や施設の機能の情報をコラムやマップ、インデックスで分かりやすくする工夫や、市民アンケー

ト等を継続的に行う必要性が次々と提案されました。また、関連計画や市の取組みなどを確認しな

がらの進行となったことから、十分に余裕があると言える審議日程ではなかったものの、「伝わる情

報」としての改訂となったか市民に意見をいただくため、審議会としてパブリックコメントも実施しま

した。 

総合管理計画が実現をめざすまちの将来像、そしてそのためのまちづくりで描かれる地域の在

りようは、さまざまな立場の市民が、立場を超えて連携することで新たな価値を創造する「共創」に

よってはじめて実現します。本審議会では、国立市の「これからの公共施設の在り方」において、総

合管理計画を着実に推進するための情報や基本方針の更新とともに、それが「共創」を促進するこ

との重要性を議論してきました。市職員、市議会議員、市民、来街者等、市内で活動する全ての人

が理解し、協力し、共創していく、この改訂がそのための礎となることを切に願っています。 

 

       2024（令和６）年 2月 19日 

国立市これからの公共施設の在り方審議会 

会 長   朝日 ちさと 
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I  基本的な考え方 

１． 計画策定の背景と目的 

 

国立市では、昭和 30 年代から 40 年代にかけての高度経済成長期に、地方から首都圏への人

口流入の拡大や都心部から郊外への住宅地域の外延化などを背景に、人口が大きく増加しました。

それに伴って、学校を中心とする公共建築物や道路、下水道といったインフラ施設＊1など多くの公共

施設を集中的に整備してきた経緯があります。 

それから 50 年以上が経過し、公共施設の老朽化＊2が進んでいます。国立市の公共建築物の５

割以上が築 50 年以上を経過している状況です。また、道路や下水道といったインフラ施設も同様

に老朽化が進んでいます。今後、これらの施設は一斉に、大規模改修や建替え、敷設＊3が必要な時

期を迎えることになります。 

こうした取組みには莫大な費用が必要となりますが、人口減少や少子高齢化の進展により財政

状況は一層厳しくなることが見込まれており、その財源を全て確保することは難しい状況です。時代

の変化や市民ニーズの変化を的確に捉えて、国立市の将来像にふさわしい公共施設の在り方を示

し、将来世代に必要な施設の機能を引き継いでいけるように、公共施設を適切に管理していくこと

が必要です。 

これは全国共通の課題でもあり、国においては『インフラ長寿命化＊4基本計画』が定められ、省

庁横断的に取組みが進められています。地方自治体においては、総務省より、すべての地方公共団

体に対して策定要請された『公共施設等総合管理計画』を基に、自ら保有する公共施設等につい

て、公民連携手法なども導入しながら総合的かつ、計画的に様々な取組が行われています。 

国立市では、全国的にも早い 2011（平成 23）年度の『公共施設白書』作成から取組みを始め、

2013（平成 25）年度には『低・未利用地活用方針』を、2015（平成 27）年度には『公共施設保

全計画』を策定するとともに、『公共施設白書』を全面的に見直す更新を行いました。 

これらを基礎情報としながら、本計画の初版となる『国立市公共施設等総合管理計画』を

2016（平成 28）年度に策定し、以降、個別施設ごとに取組を進めています。（本計画Ｐ.2 参照） 

このように、国立市では、公共施設マネジメントを推進するための基礎的な情報の収集・更新と、

それを踏まえた基本的な方針の策定、さらには土地の利活用方針や保全計画の策定等の取組み

を着実に積み重ねてきましたが、物価の高騰や生活環境の変化等、社会情勢や公共施設に求めら

れる機能、維持管理や保全等に関する技術の発展など公共施設を取り巻く環境の変化は著しく、

計画の見直しが必要な状況となっています。 

そこで、現在の状況と今後の見通し、公共施設等を取り巻く状況を整理するとともに、各行政計

画等との整合性を図ることを目的に改訂を行うものです。 

                                                   
※１  インフラストラクチャー（Infrastructure）施設の略称 ： 本計画では、道路、橋りょう、下水道、公園の４施設を総じて呼ぶ。 

※２  モノが古くなり、使いにくくなったり、支障が出たりすること。建築物においては構造体（躯体）だけでなく、設備等も含まれる。 

※３  ふせつ。一般的に、広範囲や長距離に整備（設置）される道路や水道などのインフラ工事をいう。 

※４  既存の施設、設備等について、建替え等の更新を行うのではなく、改修を行い、継続して長期間使用することをいう。 
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２． 計画の位置付け・「公共施設」と「公共施設等」の定義 

 

１）計画の位置付け 

『公共施設等総合管理計画』は、国立市の最も上位に位置する『総合基本計画』の実現を下支

えする計画として位置付け、基本構想が示す「文教都市くにたち」をまちの将来像として、公共施設

等を総合的に管理する観点からその実現を目指していくものです。 

そのため、本計画では公共施設等の現状を把握し、適切に維持管理していくための大きな基本

的方針を定めることとし、具体的な内容については各個別施設計画にて検討し、方向性を示すこと

とします。 

  

 

 

２）「公共施設」と「公共施設等」の定義 

本計画において「公共施設」とは、公共建築物、道路、下水道、公園・緑地等のインフラ施設を総

じて指すものであり、公共施設に土地を含めた場合に「公共施設等」と呼称するものと定義します。 

※ 本計画の改訂等履歴は、目次（３）参照 
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３． 対象範囲 

  

公共建築物（１１７施設＊5、126,466 ㎡）及びインフラ（インフラ施設、土地）を含めた全ての公

共施設を対象とします。 

対象施設一覧（2023（令和 5）年８月末現在） 

 
※ 『国立市公共施設保全計画』（２０２1（令和３）年３月）においては、自転車駐車場、公園便所及び付属建物 

等を除いた６７施設を対象としていましたが、本計画においては、市が保有・管理する全ての公共施設等を対象 

としているため、公共建築物の対象施設が 117 施設となっているほか、インフラ施設も対象に加わっています。 

 

 

 

                                                   
※５  本計画における施設の定義 ＝本計画 P.6 参照 

施設数

（施設）

延床面積

（㎡）

１） 庁舎等 1  9,528  

２） 消防施設 6  470  

３） 廃棄物処理施設 2  2,460  

１） 公民館 1  1,590  

２） 図書館 7  2,816  

３） 市民芸術小ホール 1  3,217  

４） 郷土文化館 1  2,182  

５） 文化財施設 3  593  

１） 市民総合体育館 1  6,124  

２） 南市民プラザトレーニング室 1  322  

4 産業系施設 １） 産業振興施設 1  132  

１） 保健施設 1  1,623  

２） 高齢福祉施設 5  5,067  

３） 障害福祉施設 2  1,023  

１） 学校 11  65,238  

２） 給食ステーション 1  3,569  

３） 総合教育センター 1  447  

１） 保育園 3  2,061  

２） 児童館 3  967  

３） 学童保育所 7  1,469  

４） その他子育て支援施設 2  1,699  

１） 地域福祉館 5  1,817  

２） 地域集会所 12  1,862  

３） 地域防災センター 5  1,114  

４） 市民プラザ 3  1,938  

１） 自転車駐車場 9  5,613  

２） 公衆便所 16  446  

３） その他 6  1,082  

117  126,466  

7 子育て支援系施設

9 その他施設

計

コミュニティ系施設8

公

共

建

築

物

3 スポーツ施設

6 学校教育系施設

5 保健福祉系施設

2 文化・社会教育系施設

大分類 小分類

1 行政系施設

１） 道路 実延長：138.2km 面積：89.6万㎡

２） 橋りょう 橋りょう数：43橋 面積：1,385.1㎡

３） 下水道

４） 公園・緑地 箇所数：94箇所 公園面積：24.1万㎡

11 土地 １） 土地

数量

イ

ン

フ

ラ

10 インフラ施設
実延長：219km

総面積：49.3万㎡

大分類 小分類
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４． 計画期間・改訂時期 

 

  今回の改訂においては初版で設定した計画期間を変えることなく、2017 年度から 2066 年度

までの 50 年間とします。そして、本計画を基に作成した個別施設計画を施設分類ごとの方針とし

て、工事や日常の維持管理、利活用などの事業に着手していきます。このような長期間の計画とな

るのは、公共施設等の大規模改修や更新について検討するには長期的な視点が必要不可欠であ

るためです。 

なお、社会経済情勢の変化や法制度の変更、工事や維持管理における技術等の促進により、計

画の前提条件に大きな変化があることを想定し、また、市の最上位計画である『総合基本計画』と

の整合性･連動性を担保し、足並みを揃えた時期とするため本計画は 12 年に１回を目安として全

面的な見直しを行うことが望ましいと思われます。 

ただし、その他の時期においても特段の必要がある場合は、適宜計画の見直しを行うこととしま

す。 

 

 

公共施設等総合管理計画の計画期間 
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II  公共施設等を取り巻く現状と将来見通し 

１． 公共施設等の現状 

（１）    公共建築物 

① 延床面積・施設数 

【ポイント】 

・ 学校教育系施設の面積割合が５割以上となっています。 

・ コミュニティ系施設は、小規模な建物が多くなっています。 

 

国立市が保有・管理する公共建築物の延床面積は、約 12.6 万㎡であり、そのうち、学校教

育系施設が約 6.9 万㎡で全体の 54.8％を占めています。 

 

 

 

公共建築物の類型別延床面積（20２３（令和５）年８月末現在） 

 

 

 

※ 比率は全体延床面積に対する、施設類型別延床面積の割合を示す 

 

 

 

 

 

行政系施設 

12,458 ㎡（9.9％） 

文化・社会教育系施設 

10,398 ㎡（8.2％） 

保健福祉系施設 

7,713 ㎡（6.1％） 

産業系施設 

132 ㎡（0.1％） 

スポーツ系施設 

6,446 ㎡（5.1％） 

学校教育系施設 

69,254 ㎡（54.8％） 

その他施設 

7,140 ㎡（5.6％） 

コミュニティ系施設 

6,731 ㎡（5.3％） 

子育て支援系施設 

6,195 ㎡（4.9％） 

 
延床面積 

126,466 ㎡ 
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（２）    インフラ施設 

【ポイント】 

・道路は国道・都道を基盤とし、市道（幹線道路、生活道路）が全域に整備されています。 

・下水道普及率は 100％に達しています。 

インフラ施設一覧（2022（令和４）年度末現在） 

 
※ 国立市内にある歩道橋・地下道は、全て国または、東京都が所有・管理するものであり、本計画の対象外とな

ります。 

■道路 

幹線道路  市道では主に路線バスが通行する道路 

 

 

生活道路  幹線道路以外の市道 

 

 

■橋りょう 

RC 造  橋桁に鉄筋コンクリートを用いた橋 

 

 

BOX  箱状のコンクリートを使用して建設した橋 

 

 

  

幹線道路 実延長 26,537 ｍ 面積 239,224 ㎡

生活道路 実延長 111,692 ｍ 面積 657,016 ㎡

RC造 実延長 91 ｍ 面積 530 ㎡

BOXカルバート 実延長 112 ｍ 面積 855 ㎡

下水道 下水管渠 実延長 219 ｍ

公園・緑地 箇所数 94 箇所 面積 240,252 ㎡

道路

橋りょう
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（３）  土地 

① 市有地・借地 

【ポイント】 

・国立市が活用している土地の約 28％は借地となっています。 

 

国立市が活用している土地の中には、借地によって土地を確保しながら行政サービスの提供

を行っているものもあります。 

市有地と借地の合計は約 49.3 万㎡となっており、借地の占める割合は、約 28％に及びます。

その面積は約 13.7 万㎡で、行政機関以外からも多く借りています（P.14 参照）。 

 

市有地・借地の土地面積内訳（2022（令和 4）年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各比率は活用土地面積に対する割合を示す 

（出典）2022（令和 4）年度 事務報告書 

 

 

行政財産 

325,457 ㎡ 

（66.0％） 

有償借地 

14,870 ㎡（3.0％） 

無償借地 

122,095 ㎡ 

（24.8％） 

市有地 

３５６，１９５㎡ 

（ ７２．２％ ） 

借地 

１３６，９６５㎡ 

（ 27.8％ ） 

 
活用土地面積 

493,160 ㎡ 

普通財産 

30,738 ㎡（6.2％） 
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２． 人口等の推移と見通し 

① 推移 

【ポイント】 

・国立市の人口は、昭和 40 年代に急激に増加し、その後は緩やかな増加基調が続いており、 

現在は約 76,000 人台で横ばいに推移しています。 

・児童生徒数は、1979（昭和 54）年をピークに減少に転じ、現在はピーク時の半分近くまで 

減少しています。 

 

1967（昭和 42）年の市制施行当時 55,000 人余りだった国立市の人口は、宅地化ととも

に増加し、1971（昭和 46）年には 60,000 人、2000（平成 12）年には 70,000 人を超えま

した。 

世帯数もほぼ同様に増加しており、市制施行当時の 18,000 世帯程度から、2022（令和 4）

年には 38,957 世帯となりました。一方で、1967（昭和 42）年に 3.1 人だった１世帯あたりの

人数は、2022（令和 4）年には 2.0 人となっており、核家族化が進むとともに、近年では特に高

齢者の一人暮らしが増加していると考えられます。 

また、市立小・中学校の児童生徒数は、昭和40年代中頃から増加を始め、1979（昭和54）

年の 8,732 人をピークに減少に転じました。2022（令和 4）年は 4,647 人となっており、ピー

ク時の半分近くまで減少しています。 
  
 
 

人口・世帯数及び児童生徒数の推移 

 
（出典）統計くにたち・学校施設台帳/各年度 
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人口 世帯数 児童生徒数

あ

市制施行
1967（昭和42）年 2022（令和4年）

人口 55,423人
1967（昭和42）年

世帯数 18,032世帯
1967（昭和42）年

児童生徒数のピーク 8,732人
1979（昭和54）年

児童生徒数 4,647人（ピーク時の53%）
2022（令和4）年

人口 76,317人
2022（令和4）年

世帯数 38,957世帯
2022（令和4）年

人 口

世帯数

児童生徒数

世帯数 

人口 

児童生徒数 
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３． 財政・コスト 

（１） 財政状況  〈 歳出/歳入/基金/地方債/税収見込み 〉 

① 歳入＊8 

【ポイント】 

・個人市民税を中心とした市税が歳入の 40％以上を占めています。 

・個人市民税は、今後予想される生産年齢人口の減少による影響が大きいと考えられること

から、その影響を考慮した財政運営を行う必要があります。 

 

普通会計決算に基づく歳入の推移 

 

 

市税の推移 

   

                                                   
※8  市の収入。主なものとして、税収、基金取崩しによる繰入金、国や都からの補助金・交付金や市債など。 

145.7 149.6 149.6 150.6 151.2 154.5 150.5 155.6 

1.7 0.8 0.7 0.9 0.9 0.7 5.1 2.0 
23.0 19.2 20.4 17.7 17.9 20.7 24.7 25.8 
29.2

10.3 9.6 11.0 9.6 9.1 7.6 11.8 

44.9
49.1 48.2 53.2 49.5 

137.9 

84.6 76.7 

40.8
43.7 43.4 45.8 46.1 

54.3 

52.9 54.9 25.3
27.8 27.5 

37.0 31.3 

20.2 

27.2 33.3 
310.6

300.5 299.4
316.2

306.5

397.4

352.6 360.1

0

100

200

300

400

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（億円）

その他特定財源

都支出金

国庫支出金

地方債

その他一般財源

地方交付税

市税

（年度）

67.3 69.0 69.5 70.4 70.1 72.7 70.7 73.4 

6.1 6.7 5.7 5.6 6.1 6.4 5.9 5.7 

55.4 56.8 57.4 57.6 57.8 58.1 57.3 58.9 

16.9 17.1 17.0 17.0 17.2 17.3 16.6 17.6 

145.8 149.6 149.6 150.6 151.2 154.5 150.5
155.6

0
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150

200

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（億円）

その他市税

固定資産税

市民税 法人分

市民税 個人分

（年度）
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（２） 公共施設に係る財政負担の実績と試算 

① 公共建築物 
 

国立市が保有・管理する公共建築物は建設から数十年が経過しているものが多く、大規模

改修や建替えによる対策が必要な時期を迎えています。 

本計画では『国立市公共施設保全計画』（平成 27（2015）年 5 月策定版）を参考指標と

し、管理運営費を含めた試算を行っています。 

 

将来コストの試算結果（公共建築物） 

 

                                                                                                                                                 

 

 

 

 

＜公共建築物の更新費用に関する試算条件＞               （ 参考 ： 国立市公共施設保全計画 ） 

□ 構造別の目標使用年数 

構造種別 目標使用年数 

SRC（鉄骨鉄筋コンクリート造）、RC（鉄筋コンクリート造） 80 年 

S（鉄骨造） 60 年 

LS（軽量鉄骨造） 40 年 

□ 構造別の改修サイクル 
 

サイクル 

構造種別 
20 年目 40 年目 60 年目 80 年目 

SRC 造、RC 造 △ ● ○ ◇ 

S 造（重量鉄骨） △ ● ◇  

LS 造（軽量鉄骨） △ ◇   

工事種別 ◇：建替え ●：大規模改修 △：中規模修繕（20 年目）○：中規模修繕（60 年目） 

□ 単価設定 

用途 建替え 大規模改修 中規模修繕 

本庁舎、消防施設、コミュニティ施設 500 千円/㎡ 310 千円/㎡ 130 千円/㎡ 

福祉施設、ごみ処理施設 450 千円/㎡ 250 千円/㎡ 110 千円/㎡ 

教育施設 420 千円/㎡ 250 千円/㎡ 100 千円/㎡ 

学校施設 420 千円/㎡ 250 千円/㎡ 100 千円/㎡ 

□ 管理運営費 

 『公共施設白書（2016（平成 28）年３月』における行政コスト計算書に掲載されて

いる事業運営にかかる経費（2014（平成 26）年度実績）のうち、減価償却費を除

いた額を総延床面積で除して単価を設定（3.45 万円/㎡）。 

項  目 50 年間総額 年平均 

建替え   315.0 億円  6.3 億円/年 

改修等工事   500.0 億円 10.0 億円/年 

管理運営費 ２，２３５.0 億円 44.7 億円/年 

計 ３，０５０.0 億円 61.0 億円/年 

【左表試算期間】 

2017～2066 年度（50 年間）の 

総額と年平均 
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III  目標設定 

 

前項まで整理してきた通り、公共施設を維持更新・管理・運営していくためには膨大な費用が

かかることから、厳しい財政状況が見込まれます。 

しかし、そのような状況にあっても市民サービスや防災面などからも施設整備事業は必要です。 

    そのための財源を確保することも、公共施設マネジメントにおいて重要な視点であり、その基本

的な考え方は下図のような関係性になると言えます。 

     

     

 

 

    予算を確保するためには「歳出を減らすことと、歳入を増やすこと」それぞれの取組みが必要

です。例えば、以下のような取り組みがあります。 

 

 「総コストの縮減（歳出を減らすこと）」 

・ 電気水道使用量の削減・・・ LED 照明への交換、泡沫型等節水型水栓器具への交換 

・ 予防保全・・・ 不具合が発生する前に工事や修繕等の対応を行う＝コスト削減 

・ デジタル化・・・ 執務・収納スペースの縮減、効率化による諸コスト削減 

     

  「財源の創出（歳入を増やすこと）」 

・ 貸付、行政財産使用許可・・・ 施設の有効活用、貸付料等歳入の確保 

・ ネーミングライツ・・・ 歳入の確保、公共施設の周知化＝利用者の増 

 

財源の創出において一度に大きな歳入を得ることは難しいですが、歳出を抑制することにも限

りがある中で、これからの公共施設マネジメントにおいては重要な要素と言えます。 

これらの関係性を前提にしながら、次ページからの手順に沿って、公共施設の中でも最も規模

が大きい公共建築物について人口、財源の推計から公共施設マネジメント事業における目標値

を設定します。 

 
 

・安心安全に利用できる施設の提供 

・行きたくなる魅力的な施設の整備 

・定住人口、流入人口、来訪者の増加 

・市のイメージアップ 

・民間事業者の注目度上昇 

         【 税収の増加 】 

※各目標に記載の取組みは、一般的な例です。 
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（１） 人口減少と税収 

人口の減少は、個人市民税を中心とした税収の減少にもつながると考えられます。 

結果、公共施設の建替えや維持保全等にかけられる費用も縮小せざるを得なくなることを想

定しておく必要があります。（財源不足の拡大） 

逆に、人口の減少を抑制することができれば、公共施設にかけられる財源を確保することが

できるようになることも想定できます。人口減少対策として公共施設の観点からできることは、市

民ニーズを捉えた魅力的な施設整備を行っていくことです。 

 

 

本計画では『人口ビジョン総合戦略』の推計値のうち、【将来展望】の人口推計を基準として

採用することを確認しました（P.17）。そこで、【将来展望】における「生産年齢人口」の減少割

合に応じて「個人市民税」が減少すると想定し、前項で整理した施設整備等の財政予測と合わ

せて検討を行い、公共施設マネジメントにおける目標を設定することとします。 

   

 

■  前提条件 

 

 

 

■  目標設定にあたっての人口減少と、税収の基本的考え方は以下の通りとなります。 

①   2015（平成 27）年度の歳入総額（310.7 億円）に占める個人市民税（67.3 億円）

の割合は 21.7％（P.19 参照）であるため、歳入総額の 21.7％に対して、生産年齢人

口の減少割合の分だけ減収を見込み、その分財源不足が拡大することとします。 

 

 

      

 

 

 

2017年度 2066年度 2017年度 2066年度

49,077人 40,543人 74,555人 71,957人

-17.4% -3.5%

『国立市人口ビジョン総合戦略』

における将来人口推計
生産年齢人口

推計人口

（参考）　総人口

将来展望

歳入総額  310.7 億円 

個人市民税割合 

21.7％ 

（67.3 億円） 
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（２） 数値目標の設定 

１）建築物 

【公共建築物における目標】 
＜『国立市人口ビジョン総合戦略』の目標値を達成できる場合＞ 

総コストの縮減 10.31 億円/年のコスト縮減 

○延床面積を 50 年間で 19.3％※着実に縮減（9.14 億円/年のコスト縮減に相当） 

○管理運営費を 3％縮減 （1.17 億円/年のコスト縮減に相当） 

財源の創出 

○財源創出の工夫により、0.37 億円/年の財源を確保 

   

※ 延床面積縮減目標：19.3％の規模感（イメージ） 

   ・目標値を算出した際の総延べ床面積：130,034 ㎡ 

        130,034 × 19.3％  ≒ 25,000 ㎡ 
 

       25,000 ㎡という規模感をイメージすると、 

         概ね 【市役所、芸小ホール、総合体育館、第五小学校】を合計した面積になります。 

          

 

 

■   社会ニーズや環境の変化から、必要面積は増加傾向になっていますが、運営の効率化（多

機能化など含め）などと併せて施設の統廃合による面積縮減だけでなく、１施設１施設が必要

な規模を考えていく必要があります。 

 

 

＜基本的な考え方＞ 

計画期間 50 年間の財源不足額を、「総コストの縮減」と「財源の創出」により解消することを目指します。 

 

10.31 億円/年 0.37 億円/年 

※各目標に記載の取組みは、一般的な例です。 
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（３） 公共建築物における財政シミュレーション  （P.131、132 参照） 
 

 

厳しい財政状況が見込まれる中ですが、少しずつでも保全・更新事業を実施していかなけれ

ば、施設の運営に支障が出てしまう他、事業（負担）の先送りは将来、今以上に大きな負担が掛

かってくることが予見されます。 

 

そのため、単年度の支出軽減を図りながらも、保全・更新事業を実施していくための手段を検

討していく必要があります。 

これまで、毎年度の歳出額は当該年度にある各施設の建替えや改修の想定工事費を足して

算出するという検討をしてきましたが、より現実的な計画となることを目指し、以下の基本的考え

方を基に、公共建築物におけるシミュレーションを行います。 

 

 

 

１） 試算条件：基本的考え方 

基本項目 内  容 標準値 

補助金 
（補助率） 

現状の制度により適用される見込みの補助率、金

額を仮定値として事業年度の歳入に計上する。 
各事業による 

地方債 
（起債） 

現在の実績から、仮定値として割合を設定する。 一律７５％ 

償還金（償還＊14） 償還期間は現在の実績から各事業に適したもの

を設定することとし、起債額を分割して毎年度の償

還金額に計上する。 

改修工事：１０年間 

新築工事：２５年間 

基金 
（公共施設整備基金） 

2022（令和 4）年度末の残高を基準にする。 

土地の売却益は全て本基金に充てることを原則と

する。 

 

 

 

 

２） 試算用財政コスト 

『公共施設保全計画』で使用された単価（Ｐ.23）に、2023（令和 5）年度までの物価上昇率を

乗じて得た単価を採用します。 

 
 

シミュレーション結果は P.132 に掲載しており、その活用方法は他の計画等作成・検討時の参

考資料とします。 

                                                   
※14  地方債を返済すること。償還期間＝返済するために設定される期間。 

用途 建替え 大規模改修 中規模修繕

本庁舎、消防施設、コミュニティ施設 710,000 440,000 180,000

福祉施設、ごみ処理施設 640,000 350,000 160,000

教育施設 580,000 300,000 150,000

学校施設 580,000 300,000 150,000

外壁改修 タイル：63,600円/㎡　吹付：34,400円/㎡
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＜コラム＞ ゼロカーボンシティ   https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept05/Div02/Sec01/gyomu/chikyuondanka/index.html  

2020 年 10 月、政府は「2050 年カーボンニュートラル」宣言を行いました。これを受けて、

各分野で脱炭素に向けた動きが一層加速しています。 

国立市は、2021 年２月に「ゼロカーボンシティ」を宣言し、2050 年の温室効果ガス排出実質

ゼロを目指して取り組むこととしています。その実現に向け、2022 年度に『国立市ゼロカーボンシ

ティ実現に向けたロードマップ』を作成し中間目標値の設定と合わせ、現状分析や市民アンケート

結果などを公表しています。 

【国立市ゼロカーボンシティ実現に向けたロードマップ（概要版）】 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/material/files/group/46/roadmap_gaiyouban.pdf 

更に、2023 年度には『地球温暖化対策実行計画』（区域施策編）（事務事業編）の策定に向

けた取組みを行っています。 

 

  また、それら計画等の作成とは別に国立市では以下のような取組を実施しています。 

１） 北秋田市との連携による森林整備（カーボンオフセット）事業 

2018（平成 30）年 10 月に北秋田市と友好交流都市協定を締結し、様々な事業を実施して 

 いるなかで、2021（令和 3）年 3 月に「国立市と北秋田市との森林整備の実施に関する協定」を 

締結しました。 

  森林環境贈与税を活用し、北秋田市内の森林において間伐等の森林整備を実施する事業で

す。具体的には、間伐材は北秋田市が活用し、森林整備により得られる二酸化炭素吸収量につい

て、秋田県の認証を得たうえで、国立市の事務事業から排出される二酸化炭素排出量と相殺（カ

ーボンオフセット）するという取組です。 

  令和 4 年度は 41.92ha を整備し、258.6t-CO2 の二酸化炭素吸収量が認証されました。 

２） 100％再生エネルギー事業 

2020（令和 2）年 11 月より温室効果ガスの削減と再生可能エネルギーの利用を広く呼びか 

けることを目的に、使用電力を１００％再生可能エネルギーに切り替える取り組みを始めました。 

   まずは、市役所庁舎で使用される電力について導入し、杉の木約２万本が年間に吸収する CO2

量（275 t-CO2）の削減を実現しました。その後、2021 年に市立中学校３校、2022 年に市立小

学校 8 校の使用電力も１００％再生可能エネルギーに切り替え、市役所庁舎と合わせて、杉の木

約７万本の年間吸収 CO2 量（985 t-CO2）の削減に取り組んでいます。 

 

〇 創エネルギー設備導入にあたっての留意点 

地球温暖化対策として機械設備の導入検討も必要となります。一方、様々な設備がある中で設

置する施設の用途、機能、想定される運営などに合わせた機器・能力の選定が必要です。 

また、エネルギー関連設備は耐用年数が比較的短く、設置するイニシャルコストだけでなく、維

持管理や廃棄処分まで含めた LCC（ライフサイクルコスト）を比較検討し、継続して維持管理・運

用・更新していくことを念頭に導入を決定していく必要があります。 

 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept05/Div02/Sec01/gyomu/chikyuondanka/index.html
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IV  公共施設等マネジメント基本方針
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（１）  ３つの基本方針 

   公共施設の更新問題という課題を踏まえつつ、まちの将来像として掲げた「文教都市くにたち」

を実現するため、下記の３つの基本方針を設定します。 

今後の公共施設マネジメントの取組みは、この基本方針に基づいて行っていきます。 

 

【基本方針１】 市民ニーズを捉えた魅力的な施設整備        

  老朽化した公共施設等の維持･更新には多額の費用が必要となりますが、今後、人口減少社会の

到来や少子高齢化の進展により財政状況が一層厳しくなることが見込まれています。今後は、様々な

取組みにより財源を確保し、限られた予算の中で優先順位を付けて、市民ニーズを捉えた行政サー

ビスを提供していかなくてはなりません。そのためには、目指すまちの将来像「文教都市くにたち」を

実現するにあたり必要な行政サービスを提供するため、今後も継続的に使用していくと判断される施

設については、計画的な保全･更新を行い、安心･安全な状態で保ち続けることが必要となります。ま

た、新しく施設を整備する場合には、安定した財政運営との両立を図りながら、まちの魅力を高める

施設とすることにより、国立市が活力あるまちとして持続的に発展していくことを目指します。 

 

【基本方針２】規模・配置の適正化                         

公共建築物については、複合化や多機能化＊15といった手法を用いることにより規模･配置の適正

化を図り、総量は削減しつつも機能は維持・向上させることを目指します。 

また、インフラ施設は市民生活や経済活動を支える重要な社会基盤であるため、厳しい財政状況

下にあっても縮減や廃止が難しいという性質があります。しかし、社会情勢の変化により必要性が薄

れたものについては、施設の廃止や計画の見直しを行うなど、人口減少社会の到来を踏まえ、規模･

配置の適正化を図ります。 

 

【基本方針３】効果的・効率的な管理運営                   

  限られた予算の中で、市民ニーズを捉えた行政サービスを提供していくためには、効果的・効率的

な維持管理や運営を行うことで総コストを縮減すると同時に、受益者負担＊16の適正化などの取組み

により新たな財源を創出することが求められています。今後は、先進的な取組事例を調査・研究して

取り入れるほか、民間事業者のノウハウや資金を積極的に活用することで、市民サービスの向上と経

費の削減を図っていきます。 

 

 

                                                   
※15  １つの室や空間において様々な目的に合わせ使用したり、機能を備えたりしていること。 

※16  施設を利用したり、サービスを受けたりする人が、その対価として料金を支払う（負担する）こと。 
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（２）  実行のための考え方・取組み 

【基本方針１】市民ニーズを捉えた魅力的な施設整備                    

■ 市民ニーズを捉えた行政サービスの提供 

社会情勢の変化により、公共施設等に求められる機能や役割も変化します。利用者数や稼働

率といった客観的な数値を分析するほか、市民アンケートや意見交換会などの手法を用いること

により多くの声を集め、市民ニーズの把握に努めます。そして、限られた予算の中で優先順位を

付けて、市民ニーズを捉えた行政サービスを提供していきます。 

【 市民ニーズとは 】 

行政サービスに対して市民のみなさまから求められる役割には様々なものがあります。そのうち、人が生きてい

くための必需的なものを「ニーズ（needs）」、そのニーズを超えた選択的なものを「ウォンツ（wants）」とする考

え方があります。そうした場合、家庭やコミュニティでまかないきれない「ニーズ」は公共部門が担い、「ウォンツ」

は民間部門が担うという役割分担を基本とします。しかし、その境界は必ずしも明確ではなく、実際にはその中間

に位置付けられるものもあります。 

本計画における「市民ニーズ」とは、人が生きていくために必要で、かつ公共部門が担うべき「ニーズ」を基本

としつつ、中間に位置付けられるものの一部も含むものと捉えています。この「市民ニーズ」について考えること

は、行政サービスと税負担の在り方の再検討につながるものと考えます。 

 

 

■ 安心・安全な公共施設等 

     目指すまちの将来像「文教都市くにたち」を実現するにあたり必要な行政サービスを提供する

ため、今後も継続的に使用していくと判断される公共施設等については、目標使用年数までの使

用を可能とするための計画的な保全措置を講じ、引き続き耐震化や長寿命化を推進します。また、

老朽化した公共施設等は計画的に更新することにより、安心･安全な状態で保ち続けます。 

※ 市が所有または管理する主な公共建築物は、平成 28 年度末で構造体の耐震化工事を終えております。 

※ 現在は天井材などの非構造部材の耐震化に取り組んでいます。 

 

■ まちの魅力を高める公共施設等の整備 

     人口減少社会の中で生き残っていくため、将来にわたって魅力的であり続け、より多くの人た

ちから選ばれるまちであることが必要です。魅力的な公共施設等があるということも、まちの魅力

の一つとなり得ます。 

老朽化した施設の大規模改修や更新をする場合や、政策的に新設が必要な場合には、市全

体における配置の考え方や財政計画との整合に留意しつつ、まちの魅力を高めるような公共施

設等にしていきます。そして、災害時におけるエネルギーや通信の確保などあらゆる視点から見た

復旧・復興を含む防災機能の充実や省エネルギー、市の定める環境に関する方針に基づいた創

エネルギー化をはじめとする脱炭素化＊17の推進（P.３３参照）、誰もが使いやすい公共施設を目

指したユニバーサルデザイン＊18の導入など、各施設において新たに求められる機能を精査し対

応を図ります。 

                                                   
※17  地球温暖化対策における用語。二酸化炭素の排出を実質ゼロにすること。または、その取組み。 

※18  年齢や性別、体力や文化、国籍などに関わらず、出来る限り多くの人が利用できることを目的にした設計や工夫など。 
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（３）  基本方針と目標の関係性 

 

 

   魅力的なまちづくりにより流入人口を増やし、増えた税収を公共施設等に再投資することで、 

 より一層、魅力的なまちにしていくという好循環を目指します。 

 

 

 

Ｐ.26 で示した関係性に目標値（P.29：公共建築物）と基本方針（P.36～）を加えると、 

下記のとおりとなります。 

 

 
 

 

総コストの縮減 財源の創出

予算の確保

市民ニーズを捉えた魅力的な施設整備

効果的・効率的な管理運営規模・配置の適正化

目標設定

不足額
▲10.7億円/年

10.31億円/年
延床面積縮減 9.14億円/年
管理運営費縮減 1.17億円/年

0.37億円/年

【 基本方針１ 】 

【 基本方針２ 】 【 基本方針３ 】 
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＜コラム＞ 公共施設と空間利用 

公共施設が多く整備された 1960 年代後半から 70 年代は都市の成長期であり、人口の急速な

増加や自動車交通量の増加に伴う対応が重要課題となり、求められる施設を早期に整備していくと

いう必要性から開発的な発展を行ってきました。 

  しかし、まちが成熟し、人口構成も少子高齢化による変化が生じてきた 2000 年代になってくると

新たな施設の整備ではなく、現存する施設や空間をリノベーションするなどして、人の活動、生活に視

点を置いた空間づくりが求められる社会へと変化していきます。 

  特に近年は、行政・民間問わず、人々が過ごすため居心地が良く行きたくなる空間づくり、施設単

体ではなく隣接・近接する環境と合わせた一体的な整備と、単体機能によらない複合的な機能を併

せ持った施設整備が重視されています。 

 

 【他自治体の実例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  公共空間の考え方は新たなものではなく、原点回帰とも言えます。国立市でも、過去には大学通り

で朝市が開催されるなど、道路空間を交通のためだけでなく、人々が相互に触れ合うたまり場として

活用されていました。 

  一方、近年は当初からイベント実施を目的として公共空間が計画されるケースも目立ちます。イベ

ントが実施されることが常態化することで、施設管理・運営者のイベント疲れやイベントが実施されな

いことに対する不満が生じることもあります。 

  求められている空間は、そのような人を集めるために意図的に作ら 

れる空間ではなく、自然と人が集まる、行きたくなるような空間であり、 

その過ごし方、使い方を自由に発想できる空間です。 

  また、公共建築物とその周辺の広場・公園空間のつながりも重要な 

視点です。半屋内でもあり、半屋外でもある、縁側のような様々な用途 

に利用される空間のように、管理上は明確な境界線がありながらも使 

う用途、人によって活用方法が自在に変えることができるのも理想形の１つと言えます。 

  公共施設に対する視点として、様々活用できる貴重な財産であり、相互の空間を連携・共有するこ

とで魅力的な施設整備につながり、それが国立市全体の魅力にもつながっていくものと思います。 

写真：当審議会委員による撮影・提供 

立川市： 

子ども未来センター 

武蔵野市： 

武蔵野プレイス 

 

立川市：子ども未来センター 
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V  まちの将来像（第５期基本構想） 

（１）  目指すまちの将来像 

国立市の行政計画の中で、最も上位に位置するものが総合基本計画です。2016 （平成 28）年

3 月に定めた第５期基本構想では、「都市の理想の姿である都市像を、引き続き「文教都市くにたち」

とし、そのさらなる発展を目指していきます」と記述されています。 

本計画では、「文教都市くにたち」の発展を目指すための「公共施設マネジメントの取組みの方針」

を定めていきます。 

 

まちの将来像 ＝ 「文教都市くにたち」 
 

 

（２）  土地利用構想 

第５期基本構想の中では、土地利用構想についても触れられています。本計画においても、基本構

想で掲げる土地利用構想に沿ったまちづくりを目指します。 
 

①全体的な土地利用の方向 

○まち全体の土地利用の方向 

地域の特徴を活かしつつ、まち全体として調和のとれた「文教都市くにたち」を目指します。そ

のために、以下の４つの方向で土地利用を進めていきます。 

 地域の自然や伝統・文化、美しいまちなみなどを市の魅力として維持し育てていくための土

地利用を促進します。 

 自然との調和や都市景観に配慮しながら、都市基盤の整備を進め、安心・安全かつ良好な

住環境を形成します。 

 市の持続的発展の基盤となる産業の育成を促します。 

 今後の人口減少社会に対応した公共施設の整理と再編を行い、地域の諸課題への対応と

持続的なサービスの提供を図ります。 

○富士見台地域 

約 50 年前に整備され、当時のまちの発展を大きく促した富士見台地域を、まちの中核となる

ベルト地帯として再度活性化していくことを期間中の重要課題と位置付け、この地域の活性化を

市全体の活力創出へとつなげていきます。 

○国立駅周辺 

国立駅周辺のまちづくりを進め、市民に愛される旧国立駅舎の再築を実現します。これにより

まちの文化を継承するとともに、まちににぎわいを呼び込み、市全体の活性化へつなげます。 

出典：第５期基本構想 
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（３） 優先順位の考え方  （ 政策の視点 ） 

今後の財政状況を勘案すると、既存の公共施設等の全てを維持・更新することは難しいと予測さ

れます。したがって、公共施設マネジメントにおいても、限られた予算の中で整備の優先順位付けを行

う必要があります。その優先順位を見極めるため、第５期基本構想の政策の視点に準じて、①次世代

の育成、②安心･安全の確保、③国立ブランドの向上、という３つの視点を定めます。これからの公共

施設等の在り方を検討する際には、この３つの視点を基に優先度を判断していきます。 
 

 
出典：第５期基本構想  

①次世代の育成 

  今後、国立市においても人口減少や少子高齢化が進むことが見込まれています。人口減少を抑制

し、安定した財政運営の下で行政サービスを提供し続けるためには、今まで以上に次世代育成に力

を入れたまちづくりを進め、子育て世代に選ばれるまちとなることが求められています。 

  目指すまちの将来像である「文教都市くにたち」を実現するためにも、子育て支援や教育施策の

充実に取り組みます。 

 

②安心･安全の確保 

  安心･安全なまちであってこそ、「住みたい」「住み続けたい」まちが実現します。特に公共施設は災

害時の避難場所やライフラインとしての機能も有しているため、より高い安全性が求められています。 

  市民サービスの基盤となる公共施設を安心･安全な状態で維持できるよう、点検･診断により劣化

状況を把握し、優先順位を付けて適切な保全を行います。 

 

③国立ブランドの向上 

  国立市には、緑あふれる景観や自然とともに、個性的な店舗やまち全体に広がる文化･芸術の気

風、歴史の中で培われてきた高い住民意識など、多面的な魅力があります。人によっても、また時代

によっても、その魅力の捉え方は様々ですが、まちにとっての「ブランド」とは、このような多面的な魅力

のすべてが織り込まれてできあがる、まちとしての価値です。国立市が活力あるまちとして持続的に

発展していくためには、この「ブランド」が欠かせません。 
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※延床面積には庁舎倉庫（北庁舎）791.3 ㎡、庁舎北側自転車置場 89.6 ㎡を含んでいます。 

 

VI  施設類型ごとの方向性 

※市立小中学校施設以外の公共建築物について、詳細は『公共施設再編計画』（個別計画）をご参照 

  ください。 

 

 

※各施設類型の「工事・修繕履歴（主な老朽化対策・安全対策工事・修繕）」に掲載されている以外の工

事等は、『国立市公共施設保全計画』（令和３年３月改定版）で新築工事からご確認いただけます。 

 

 

 

１．行政系施設 

１） 庁舎等  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

市役所本庁舎 11,363.4 市 9,528.4 1977 年 市 市 

延床面積には、北庁舎（791.3 ㎡）、北側自転車置場（89.6 ㎡）、公衆喫煙所（8.5 ㎡）を含みます。 

（２） 立地状況 

 

 

市役所本庁舎 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept02/Div02/Sec01/gy

omu/0175/koremadenotorikumi/1625630903077.html 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept01/Div02/Se

c01/gyomu/0408/koremadenotorikumi/1617148724622.html 
 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept01/Div02/Sec01/gyomu/0408/koremadenotorikumi/1617148724622.html
https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept01/Div02/Sec01/gyomu/0408/koremadenotorikumi/1617148724622.html
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２） 消防施設  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 消防団第一分団器具置場 79.3 民 78.7 1987 年 市 市 

2 消防団第二分団器具置場 125.7 市 79.6 1984 年 市 市 

3 消防団第三分団器具置場 132.0 民 79.1 1985 年 市 市 

4 消防団第四分団器具置場 127.2 市 76.2 1981 年 市 市 

5 消防団第五分団器具置場 142.2 民 88.3 2018 年 市 市 

6 消防団第六分団器具置場 170.0 民 68.4 2015 年 市 市 

※集会所等各施設に整備されている防災倉庫等は、その主たる施設の項目にて合算して表記しています。 

 

（２） 立地状況 

 

 

 

 

第六分団器具置場 

第五分団器具置場 

第四分団器具置場 
第三分団器具置場 

第二分団器具置場 

第一分団器具置場 
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3） 廃棄物処理施設 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 清掃分室・リサイクルセンター 1,282.6 市 601.3 1979 年 市 市 

2 環境センター 5,250.7 市 1,858.6 1988 年 市 市 

 

（２） 立地状況 

 

清掃分室・リサイクルセンター 

環境センター 
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２．文化・社会教育系施設 

1） 公民館  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

公民館 1,072.1 市 1,589.8 1978 年 市 市 

 

（２） 立地状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） ２０１７（平成２９）年以降の取組み状況 

・ 「国立市財政健全化の取り組み方針における公民館及び図書館の管理運営のあり方につ

いて」（平成 29 年度 市教育委員会）にて整理された「（公民館は）効率的な施設運営や

事業執行を意識しつつ、これまでと同様に、付属機関や市民グループ等の協力を得ながら、

直営による現在の運営方法等を維持していく」という考え方に基づき、市民満足度向上に向

けた取り組みを推進してきました。特に、市民交流ロビーの自習スペース開放や参加しやす

い講座の充実など個人利用を促進する取り組み、また構造躯体以外の内外装や設備機器

の老朽化対策や利便性向上に向けて、利用者を交えた清掃活動や緑化活動、利用頻度の

高い設備・備品の改修・更新等を計画的に実施してきました。 

公民館 
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2） 図書館  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 中央図書館 1,573.7 市 1,511.0 1974 年 市 市 

2 青柳分室 青柳福祉センターに準じる 25.0 1975 年 市 市 

3 東分室 東福祉館に準じる 102.3 1978 年 市 市 

4 下谷保分室 下谷保地域防災センターに準じる 31.6 1984 年 市 市 

5 谷保東分室 谷保東集会所に準じる 41.0 1991 年 市 市 

6 
北市民プラザ図書館 

（地区図書館） 
北市民プラザに準じる 570.0 1997 年 都 市 

7 南市民プラザ分室 南市民プラザに準じる 535.0 1997 年 都 市 

 

 

（２） 立地状況 

 

  

北市民プラザ図書館 

東分室 

中央図書館 

青柳分室 

下谷保分室 

南市民プラザ分室 谷保東分室 
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3） 市民芸術小ホール  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

市民芸術小ホール 
5,992.5 

(総合体育館と同敷地) 
市 3,217.3 1987 年 市 財団※ 

        ※公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団 

 

（２） 立地状況 

 

 

 

 

 

 

市民芸術小ホール 
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4） 郷土文化館  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

郷土文化館 3,636.2 市／民 2,181.7 1993 年 市 財団※ 

        ※公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団 

 

（２） 立地状況 

（３） ２０１７（平成２９）年以降の取組み状況 

排水ポンプと空調について、老朽化や故障に伴う修繕を行いました。 

（４） 現状と課題 

・ 構造体調査の結果、中性化の進行が早いことが分かりました。 

・ 敷地の一部は有償借地となっています。 

・ 開館から 30 年が経過し、空調や昇降機などの館内設備の取替え工事や修繕が多く発生し

ています。今後、計画的な修繕等の実施と予算執行について検討が必要となります。 

郷土文化館 
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5） 文化財施設  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 古民家 （城山公園敷地内） 市 137.1 1990 年 市 財団※ 

2 旧国立駅舎 648.2 市 199.1 2020 年 市 市 

3 旧本田家住宅 1,170.1 市 256.6 - 市 市 

        ※公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団 

 

（２） 立地状況 

 

（３） ２０１７（平成２９）年以降の取組み状況 

（古民家） 

・ トイレ、枯損樹木伐採など小規模な修繕が毎年発生しています。 

（旧国立駅舎） 

・ ＪＲ中央線連続立体交差事業に伴い２００６（平成１８）年に解体された旧国立駅舎は、国立

市指定有形文化財として再築され２０２０（令和２）年４月６日に開業しました。広間、展示

室、屋外スペースを利用したイベント利活用、旧国立駅舎や国立大学町の歴史を紹介する

古民家 

旧本田家住宅 

旧国立駅舎 
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３．スポーツ施設 

1） 市民総合体育館 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

市民総合体育館 
5,992.45 

（芸術小ホールと同敷地） 
市 6,123.8 1982 年 市 財団※ 

        ※公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団 

 

（２） 立地状況 

 

市民総合体育館 
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2） 南市民プラザトレーニング室 

（１） 施設概要 

 

（２） 立地状況 

 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営

322.0 1997年 都 財団※

※公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団

南市民プラザトレーニング室 南市民プラザに準じる

名　称
土地 建物

南市民プラザトレーニング室 
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４．産業系施設 

1） 産業振興施設 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

城山さとのいえ (城山公園敷地内) 市 132.4 2014 年 市 市 

 

 

（２） 立地状況 

 

城山さとのいえ 
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５．保健福祉系施設 

1） 保健施設 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

保健センター 1,293.3 民 1,623.0 1981 年 市 市 

 

（２） 立地状況 

 

（３） ２０１７（平成２９）年以降の取組み状況 

・ 2017（平成 29）年度の組織改正において、子ども家庭部子育て支援課子ども保健・発達

支援係が発足しました。これにより健康増進課（当時。現、健康まちづくり戦略室）が所管し

ていた母子保健及び、発達支援に係る事業が移行し、保健センターの旧事務室を使用して

業務を開始しました。 

・ ２０２０（令和２）年度の発達支援室廃止に伴い、薬品検査室を新型コロナウイルスワクチン

接種におけるワクチン及び、衛生物品保管庫として利用しています。 

保健センター 
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2） 高齢福祉施設 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 福祉会館 1,748.9 市 4,060.0 1991 年 市 ※１ 

2 福祉会館分室 － 民 126.6 1965 年 民 ※１ 

3 北高齢者在宅サービスセンター 2,580.3 都 594.7 1994 年 市 ※２ 

4 ひらや照らす 331.2 市 112.8 1978 年 市 民 

5 高齢者借上げ住宅 － 民 201.6 1989 年 民 民 

        
※１ ： 社会福祉法人国立市社会福祉協議会 

※２ ： 社会福祉法人弥生会 

 

（２） 立地状況 

 

在宅サービスセンター 

福祉会館 

福祉会館分室 
借上げ住宅 

ひらや照らす 
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3） 障害福祉施設 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 
心身障害者 

通所訓練施設あすなろ 
923.1 市 278.1 1974 年 市 ※ 

2 障害者センター 499.8 市 745.3 1983 年 市 ※ 

        ※ 社会福祉法人国立市社会福祉協議会 

 

（２） 立地状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） ２０１７（平成２９）年以降の取組み状況 

・ あすなろは 2018（平成 30）年に外壁を中心に改修工事を実施しました。 

（４） 現状と課題 

・ 障害者センターの運営においては、施設設置の目的（心身障害者の社会参加と自立助長）

として想定したよりも重度の利用者が多くなってきていること、及び、利用者の高齢化が大き

な課題となってきており、保護者、家族及び関係支援機関と連携しながら、地域社会での暮

らしを支援していく仕組みづくりが喫緊の課題となっています。 

あすなろ 

障害者センター 
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６．学校教育系施設 

1） 学校  

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

1 国立第一小学校 9,420.7 市 4,986.0 1964 年 / 74 年 市 市 

2 国立第二小学校 16,581.8 市 5,502.0 1963 年 / 70 年 市 市 

3 国立第三小学校 13,863.4 市 6,081.0 1971 年 / 76 年 市 市 

4 国立第四小学校 12,276.1 市 5,240.0 1969 年 / 74 年 市 市 

5 国立第五小学校 12,037.3 市 5,505.0 1965 年 / 71 年 市 市 

6 国立第六小学校 14,073.1 市 5,849.0 1969 年 / 71 年 市 市 

7 国立第七小学校 12,548.5 市 5,873.0 1971 年 / 73 年 市 市 

8 国立第八小学校 8,870.7 市 5,416.0 1978 年 市 市 

9 国立第一中学校 22,552.3 市 6,367.0 1971 年 / 69 年 市 市 

10 国立第二中学校 18,325.0 市 7,124.3 1969 年 / 63 年 市 市 

11 国立第三中学校 18,784.7 市 7,419.0 1975 年 / 75 年 市 市 

※ 第一から第七小学校、第一、第三中学校の建築年度については（校舎棟 / 屋内運動場）の順となっています。 

※ 第二中学校については（普通教室棟 / 特別教室棟）の順となっています。 

※ 第二中学校の校舎棟面積には、備蓄倉庫 7.3 ㎡を加えています。 

 

（２） 立地状況 

 

第四小学校 

第八小学校 

第二小学校（建替え工事中） 

２０２７年３月完了予定  

第七小学校 

第一中学校 第二中学校 

第三小学校 

第六小学校 第五小学校 

第一小学校 

第三中学校 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept08/Div01/

kyouikushisetsu/gyomu/shisetuseibi/1519091224920.html 
 

 

『学校施設整備基本方針』（個別計画） 

https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept08/Div01/kyouikushisetsu/gyomu/shisetuseibi/1519091224920.html
https://www.city.kunitachi.tokyo.jp/soshiki/Dept08/Div01/kyouikushisetsu/gyomu/shisetuseibi/1519091224920.html
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2） 食育推進・給食ステーション 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

食育推進・給食ステーション 3,823.8 民 3,569.0 2023 年 市 ＳＰＣ※ 

※  国立泉学校給食株式会社 

 

（２） 立地状況 

 

食育推進・給食ステーション 
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3） 総合教育センター 

（１） 施設概要 

名 称 

土地 建物 

面積（㎡） 所有 延床面積（㎡） 建築年度 所有 運営 

総合教育センター 664.8 市 446.6 1974 年 市 市 

 

（２） 立地状況 

 

総合教育センター 




